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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　亜鉛フェライト膜の製造方法であって、
　二価の鉄イオン及び二価の亜鉛イオンのみからなる金属イオンを含有する反応液と、前
記金属イオンを酸化させる酸化剤を含有する酸化液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させる
ことにより、基材上に亜鉛フェライト膜を生成させる生成工程を備え、
　前記ｐＨ調整剤は、アンモニウムの炭酸塩とモノカルボン酸のアルカリ金属塩とを含む
ことを特徴とする亜鉛フェライト膜の製造方法。
【請求項２】
　前記生成工程において、前記反応液、前記酸化液、又は前記ｐＨ調整剤を加温すること
を特徴とする請求項１に記載の亜鉛フェライト膜の製造方法。
【請求項３】
　前記ｐＨ調整剤は、炭酸アンモニウムと、酢酸カリウム及び酢酸ナトリウムの少なくと
も一方と、を含むことを特徴とする請求項１又は２に記載の亜鉛フェライト膜の製造方法
。
【請求項４】
　後方散乱電子回折法にて方位差５°以上の境界を結晶粒界と規定した場合、厚さ１．５
μｍ×幅１０μｍの範囲の膜断面で観察される結晶粒のうち、円相当径で表される結晶粒
径が０．３μｍ未満の結晶粒の占める個数割合は、５０％以上であり、前記膜断面で観察
される結晶粒のうち、アスペクト比が０．２未満の結晶粒の占める個数割合が、１０％以
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下であることを特徴とする亜鉛フェライト膜。
【請求項５】
　後方散乱電子回折法にて方位差５°以上の境界を結晶粒界と規定した場合、厚さ１．５
μｍ×幅１０μｍの範囲の膜断面で観察される結晶粒のうち、円相当径で表される結晶粒
径が０．３μｍ未満の結晶粒の占める個数割合は、５０％以上であり、厚さが１．５μｍ
以上、５μｍ以下の範囲内であることを特徴とする亜鉛フェライト膜。
【請求項６】
　前記膜断面で観察される結晶粒のうち、アスペクト比が０．２未満の結晶粒の占める個
数割合が、１０％以下であることを特徴とする請求項５に記載の亜鉛フェライト膜。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、亜鉛フェライト膜の製造方法及び亜鉛フェライト膜に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子回路に対する不要輻射電磁界ノイズを抑制するノイズ抑制材料や、基板内蔵
コイル（インダクタ）のインダクタンス増加安定のためのコア材料として、フェライト膜
が知られている。フェライト膜は、ＭｘＦｅ３－ｘＯ４の組成式で表され、Ｍとしては、
例えば、Ｎｉ，Ｚｎ，Ｃｏ等が用いられている（特許文献１～３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２００４／０９９４６４号
【特許文献２】特開２００６－１０８５５７号公報
【特許文献３】特開２００４－１０７６９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　鉄以外の金属としてニッケル、亜鉛等の複数の金属を含むフェライト膜では、所望の電
気特性及び磁気特性が得られ易くなるものの、フェライト膜を生成する際の反応制御が煩
雑になりやすい。この点、鉄以外の金属として、亜鉛のみを含む亜鉛フェライト膜では、
フェライト膜を生成する際の反応制御が簡素化されるため、量産に適している。ところが
、従来の亜鉛フェライト膜では、例えば、ノイズ抑制材料やコア材料として求められる電
気特性又は磁気特性を発揮させることが困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一観点によれば、亜鉛フェライト膜の製造方法であって、二価の鉄イオン及び
二価の亜鉛イオンのみからなる金属イオンを含有する反応液と、前記金属イオンを酸化さ
せる酸化剤を含有する酸化液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させることにより、基材上に
亜鉛フェライト膜を生成させる生成工程を備え、前記ｐＨ調整剤は、アンモニウムの炭酸
塩とモノカルボン酸のアルカリ金属塩とを含む。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明の一観点によれば、良好な電気特性又は磁気特性を発揮することができるという
効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】実施形態の亜鉛フェライト膜及び基材を示す概略断面図。
【図２】従来の亜鉛フェライト膜及び基材を示す概略断面図。
【図３】亜鉛フェライト膜を製造する装置の一例を示す概略断面図。
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【図４】亜鉛フェライト膜の周波数と透磁率との関係を示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、添付図面を参照して一実施形態を説明する。なお、添付図面は、特徴を分かりや
すくするために便宜上特徴となる部分を拡大して示している場合があり、各構成要素の寸
法比率などが実際と同じであるとは限らない。また、断面図では、各部材の断面構造を分
かりやすくするために、一部のハッチングを省略している。
【０００９】
　図１に示すように、本実施形態の亜鉛フェライト膜１０は、基材Ｂ上に形成されている
。亜鉛フェライト膜１０は、ＺｎｘＦｅ３－ｘＯ４の組成式で表され、鉄及び亜鉛以外の
金属元素を実質的に含有しない。ＺｎｘＦｅ３－ｘＯ４中のＸは、例えば、０．２～１の
範囲である。亜鉛フェライト膜１０は、スピネル型結晶構造を有する。また、亜鉛フェラ
イト膜１０は、図２に示す従来の亜鉛フェライト膜２０よりも（１１１）面の結晶方位が
弱い。
【００１０】
　本実施形態の亜鉛フェライト膜１０は、微小粒結晶を主体としている。すなわち、図２
に示す従来の亜鉛フェライト膜２０よりも微小粒結晶の占める割合が高い。
　本実施形態の亜鉛フェライト膜１０では、厚さ１．５μｍ×幅１０μｍの範囲の膜断面
で観察される結晶粒のうち、円相当径で表される結晶粒径が０．３μｍ未満の結晶粒の占
める個数割合は、５０％以上である。亜鉛フェライト膜１０の結晶粒は、後方散乱電子回
折（Electron　BackScatter　Diffraction：ＥＢＳＤ）法にて方位差５°以上の境界を結
晶粒界と規定して観察される。円相当径とは、結晶粒の面積と同じ面積を有する円の直径
をいう。すなわち、円相当径は、個々の結晶粒の大きさを円の直径に置き換えて表したも
のである。
【００１１】
　上記結晶粒径が０．３μｍ未満の結晶粒の占める個数割合は、例えば、６０％以上であ
ることが好ましく、より好ましくは７０％以上である。
　なお、亜鉛フェライト膜１０の厚さは、１．５μｍに限定されず、例えば、１．５μｍ
を超えてもよい。亜鉛フェライト膜１０の厚さが１．５μｍを超える場合、亜鉛フェライ
ト膜１０の結晶粒を観察する膜断面は、基材Ｂの主面（亜鉛フェライト膜１０が積層され
た面）からの厚さ寸法が１．５μｍであり、基材Ｂの主面に沿った幅寸法が１０μｍの範
囲に設定することができる。亜鉛フェライト膜１０の厚さは、例えば、５μｍ以下である
ことが好ましく、より好ましくは３μｍ以下である。
【００１２】
　亜鉛フェライト膜１０の上記膜断面で観察される結晶粒のうち、アスペクト比０．２未
満の結晶粒の占める個数割合は、例えば１０％以下であることが好ましい。この個数割合
は、例えば、８％以下であることがより好ましい。
【００１３】
　図１に簡略化して示す基材Ｂは、用途に応じて選択することができる。亜鉛フェライト
膜１０の用途としては、例えば、電子機器の電磁界ノイズ抑制材料が挙げられる。電磁界
ノイズ抑制材料は、電子回路を形成した基板や電子部品の筐体に用いられる。基板の材質
としては、例えば、ガラスエポキシ樹脂等の絶縁性樹脂、セラミックス、シリコン、プリ
プレグ等が挙げられる。本実施形態の亜鉛フェライト膜１０は、基板内蔵トランス又は基
板内蔵インダクタにおけるコア材料としても用いることができる。電子回路を形成した基
板及びコア材料は、マザーボードに二次実装されるものであってもよい。なお、亜鉛フェ
ライト膜１０は、他のフェライト膜と積層することもできる。
【００１４】
　以上詳述した亜鉛フェライト膜１０は、微小粒結晶を主体に構成されている。こうした
亜鉛フェライト膜１０によれば、例えば、図２に示す従来の亜鉛フェライト膜２０よりも
好適な電気特性又は磁気特性が発揮される。
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【００１５】
　次に、亜鉛フェライト膜１０の製造方法について説明する。
　本実施形態の亜鉛フェライト膜１０の製造方法は、基材Ｂ上に亜鉛フェライト膜１０を
生成させる生成工程を備えている。生成工程では、二価の鉄イオン及び二価の亜鉛イオン
からなる金属イオンを含有する反応液と、金属イオンを酸化させる酸化剤を含有する酸化
液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させる。
【００１６】
　反応液中の二価の鉄イオンの濃度は、反応液中の二価の亜鉛イオンの濃度を固定した条
件下において、１０ｍｍｏｌ／Ｌ以上、５０ｍｍｏｌ／Ｌ以下であることが好ましく、２
０ｍｍｏｌ／Ｌ以上、５０ｍｍｏｌ／Ｌ以下であることがより好ましい。反応液中の二価
の鉄イオンの濃度が１０ｍｍｏｌ／Ｌ以上の場合、亜鉛フェライト膜１０の生成時におけ
る反応速度が増し、成膜速度が高まる。反応液中の二価の鉄イオンの濃度が５０ｍｍｏｌ
／Ｌ以下の場合、亜鉛に対する鉄のイオン濃度が相対的に低くなり、ホッピング伝導が発
生し難くなる。これにより、導電性が低下するため、亜鉛フェライト膜１０の抵抗値が高
まり易くなる。
【００１７】
　反応液中の二価の亜鉛イオンの濃度は、０．２ｍｍｏｌ／Ｌ以上、１．０ｍｍｏｌ／Ｌ
以下であることが好ましい。反応液中の二価の亜鉛イオンの濃度が０．２ｍｍｏｌ／Ｌ以
上の場合、亜鉛フェライト膜１０の透磁率が高まり易くなる。反応液中の二価の亜鉛イオ
ンの濃度が１．０ｍｍｏｌ／Ｌ以下の場合、亜鉛フェライト膜１０の飽和磁化（Ｍｓ）が
高まり易くなる。
【００１８】
　反応液は、水溶液であり、例えば、塩化鉄（ＩＩ）及び塩化亜鉛を水に溶解することで
調整することができる。
　酸化液は、水溶液であり、例えば、亜硝酸塩を水に溶解することで調整することができ
る。亜硝酸塩としては、例えば、亜硝酸のアルカリ金属塩、及び亜硝酸のアンモニウム塩
が挙げられる。酸化剤として亜硝酸塩を用いる場合、酸化液中の亜硝酸イオンの濃度は、
１ｍｍｏＬ以上、１０ｍｍｏＬ以下であることが好ましい。
【００１９】
　ｐＨ調整剤は、アンモニウムの炭酸塩とモノカルボン酸のアルカリ金属塩とを含む。ｐ
Ｈ調整剤のアンモニウムの炭酸塩としては、例えば、炭酸アンモニウム、及び炭酸水素ア
ンモニウムの少なくとも一方を好適に用いることができる。ｐＨ調整剤のモノカルボン酸
のアルカリ金属塩としては、例えば、酢酸カリウム、及び酢酸ナトリウムの少なくとも一
種を好適に用いることができる。ｐＨ調整剤は、炭酸アンモニウムと、酢酸カリウム及び
酢酸ナトリウムの少なくとも一方とを含むことが好ましい。
【００２０】
　ｐＨ調整剤は、反応液や酸化液とは異なるｐＨ調整液として用いてもよいし、酸化液に
含有させてもよい。
　ｐＨ調整剤は、酸化液に含有され、酸化液のｐＨは２５℃において５以上、１６以下の
範囲に調整されていることが好ましい。また、ｐＨ調整剤は、酸化液に含有され、酸化液
中におけるアンモニウムの炭酸塩の濃度が、１ｍｍｏＬ以上、５ｍｍｏＬ以下であり、酸
化液中におけるモノカルボン酸のアルカリ金属塩の濃度が、１０ｍｍｏＬ以上、１００ｍ
ｍｏＬ以下であることが好ましい。
【００２１】
　生成工程では、例えば、反応液等の各液に基材Ｂを浸漬したり、基材Ｂ上に反応液等の
各液を供給したりすることで、反応液と酸化液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させる。こ
うした生成工程において、反応液、酸化液、又はｐＨ調整液は、アンモニウムの炭酸塩が
分解しない範囲で加温してもよい。
【００２２】
　生成工程の一例として、スピンスプレー法を用いた生成工程を以下に説明する。
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　図３は、スピンスプレー法による生成工程を行うためのスピンスプレー装置３０を示し
ている。スピンスプレー装置３０は、回転軸３１を中心に回転駆動される回転台３２と、
反応液を回転台３２上に固定された基材Ｂに向けて噴霧する第１スプレーＳ１と、酸化液
を回転台３２上に固定された基材Ｂに向けて噴霧する第２スプレーＳ２とを備えている。
【００２３】
　回転台３２は、これに内蔵されたヒーター３３により加熱されるとともに温度制御可能
に構成されている。すなわち、回転台３２上に固定された基材Ｂは、ヒーター３３により
加熱される。回転台３２の回転速度は、例えば、５０～３００ｒｐｍの範囲に設定される
。ヒーター３３の加熱温度は、例えば、４０℃以上、１００℃未満の範囲に設定される。
【００２４】
　スピンスプレー装置３０は、内部に回転台３２が配置される容器３４を備えている。容
器内は、窒素ガスの雰囲気下とされ、この容器内で、反応液と酸化液との反応が行われる
。窒素ガスは、第１スプレーＳ１から反応液とともに容器内に供給されるとともに、第２
スプレーＳ２から酸化液とともに容器内に供給される。なお、本実施形態では、不活性ガ
スとして窒素ガスを用いているが、例えば、アルゴンガス等の不活性ガスを用いることが
できる。容器３４の底部には、回転台３２の回転による遠心力で基材Ｂ上から排除された
液体を容器３４外に廃液として排出する排出管３５が設けられている。
【００２５】
　生成工程では、基材Ｂの表面に吸着した金属イオンの酸化が繰り返されることで、基材
Ｂ上にスピネル型結晶構造を有する亜鉛フェライト膜１０が生成される。なお、基材Ｂの
表面の親水性が低い場合は、金属イオンの吸着を促進させるという観点から、基材Ｂの表
面にプラズマ処理等の親水化処理を施すことが好ましい。例えば、基材Ｂの表面が水酸基
等の親水基を有する場合、親水化処理を省略することができる。
【００２６】
　亜鉛フェライト膜１０の製造方法では、生成工程の後に必要に応じて亜鉛フェライト膜
１０を洗浄する洗浄工程を行ってもよい。
　以上詳述した亜鉛フェライト膜１０の製造方法では、アンモニウムの炭酸塩とモノカル
ボン酸のアルカリ金属塩とを含むｐＨ調整剤を用いている。こうしたｐＨ調整剤は、二価
の鉄イオン及び二価の亜鉛イオンの酸化が繰り返されることで亜鉛フェライトの結晶が成
長する過程において、柱状結晶の生成を抑制する。これにより、微小粒結晶が占める割合
が高い亜鉛フェライト膜１０が得られる（図１参照）。これに対して、ｐＨ調整剤として
、モノカルボン酸のアルカリ金属塩のみを用いた場合、柱状の結晶粒が占める割合が高い
亜鉛フェライト膜２０が得られる（図２参照）。
【００２７】
　次に、試験例を挙げてさらに説明する。
　試験例１で得られる亜鉛フェライト膜は、図１に示す本実施形態の亜鉛フェライト膜１
０に相当し、試験例２で得られる亜鉛フェライト膜は図２に示す従来の亜鉛フェライト膜
２０に相当する。以下の各試験例の説明では、構成要素を示す符号を省略している。
【００２８】
　（試験例１）
　＜反応液の調製＞
　塩化鉄（ＩＩ）四水和物及び塩化亜鉛を純水に溶解することにより、鉄（ＩＩ）イオン
の濃度が２０ｍｍｏｌ／Ｌであり、亜鉛イオンの濃度が０．５ｍｍｏｌ／Ｌである反応液
を調製した。
【００２９】
　＜酸化液の調製＞
　酸化剤、アンモニウムの炭酸塩、及びモノカルボン酸のアルカリ金属塩を純水に溶解す
ることにより、亜硝酸カリウムの濃度が５．０ｍｍｏｌ／Ｌであり、アンモニウムの炭酸
塩の濃度が１．５ｍｍｏｌ／Ｌであり、モノカルボン酸のアルカリ金属塩の濃度が６５ｍ
ｍｏｌ／Ｌである酸化液を調製した。なお、酸化剤としては、亜硝酸ナトリウムを用いた
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。アンモニウムの炭酸塩としては、炭酸アンモニウムを用いた。モノカルボン酸のアルカ
リ金属塩としては、酢酸ナトリウムを用いた。調製した酸化液のｐＨは、９（２５℃）で
ある。
【００３０】
　＜亜鉛フェライト膜の生成＞
　基材上に上記スピンスプレー装置を用いて亜鉛フェライト膜を生成した。ここで用いる
基材としては、試験用の基材としてソルダーレジスト付きガラスエポキシ基板を用いた。
スピンスプレー装置の回転台の回転速度は、１５０ｒｐｍ、ヒーターの加熱温度は９０℃
に設定した。反応液及び酸化液の温度は、室温（２０～２５℃）であり、第１スプレー及
び第２スプレーからそれぞれ反応液と酸化液を噴霧した。なお、反応液及び酸化液の噴霧
量は、それぞれ第１スプレー及び第２スプレーに供給する窒素ガスの流量により設定した
。具体的には、第１スプレー及び第２スプレーに供給する窒素ガスの流量を７．５Ｌ／分
に設定した。
【００３１】
　得られた亜鉛フェライト膜について、湿式ＩＣＰ分析法により鉄と亜鉛の含有モル比を
測定した結果、この亜鉛フェライト膜の組成は、Ｚｎ０．４８Ｆｅ２．５２Ｏ４であった
。
【００３２】
　（試験例２）
　試験例２では、ｐＨ調整剤を変更した以外は、試験例１と同様に亜鉛フェライト膜を生
成した。試験例２では、アンモニウムの炭酸塩を含有せず、酸化剤の濃度が５．０ｍｍｏ
ｌ／Ｌ、モノカルボン酸のアルカリ金属塩の濃度が６５ｍｍｏｌ／Ｌの酸化液を用いた。
なお、酸化剤としては、亜硝酸ナトリウムを用いた。モノカルボン酸のアルカリ金属塩と
しては、酢酸カリウムを用いた。
【００３３】
　得られた亜鉛フェライト膜について、湿式ＩＣＰ分析法により鉄と亜鉛の含有モル比を
測定した結果、この亜鉛フェライト膜の組成は、Ｚｎ０．１８Ｆｅ２．８２Ｏ４であった
。
【００３４】
　（試験例１と試験例２の対比）
　表１に示す各項目について試験例１と試験例２の対比を行った。
【００３５】
【表１】

　表１中の「生成速度」欄は、各例で得られた亜鉛フェライト膜の生成速度を示している
。試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の生成速度は、試験例２で得られた亜鉛フェライ
ト膜の生成速度よりも速いことが分かる。
【００３６】
　表１中の「結晶粒」欄は、各例で得られた亜鉛フェライト膜の結晶粒を後方散乱電子回
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折法において方位差５°以上の境界を結晶粒界と規定して観察した結果を示している。試
験例１で得られた亜鉛フェライト膜では、結晶粒径０．３μｍ未満の結晶粒の個数割合が
試験例２で得られた亜鉛フェライト膜よりも高いことが分かる。また、試験例１で得られ
た亜鉛フェライト膜では、アスペクト比０．２未満の結晶粒の個数割合が試験例２で得ら
れた亜鉛フェライト膜よりも低いことが分かる。
【００３７】
　図４は、試験例１及び試験例２の亜鉛フェライト膜における周波数と透磁率との関係を
示すグラフである。表１中の「透磁率」欄には、図４のグラフの複素透磁率の実数成分μ
’及び虚数部分μ”について対比した結果を示している。
【００３８】
　試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の実数成分μ’は、試験例２で得られた亜鉛フェ
ライト膜よりも高い。この結果から、試験例１で得られた亜鉛フェライト膜のノイズ抑制
効果は、試験例２で得られた亜鉛フェライト膜よりも高いことが分かる。また、こうした
特性を有する試験例１の亜鉛フェライト膜をコア材料として用いる場合、性能の向上やデ
バイスサイズの小型化の観点で有利である。
【００３９】
　試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の虚数成分μ”のピーク値は、試験例２で得られ
た亜鉛フェライト膜よりも高い。この結果から、試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の
伝送ノイズや放射ノイズ抑制の効果は、試験例２で得られた亜鉛フェライト膜よりも高い
ことが分かる。
【００４０】
　試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の虚数成分μ”の立ち上がりの傾きΔμ”／ΔＭ
Ｈｚは、試験例２で得られた亜鉛フェライト膜よりも大きい。この結果から、試験例１で
得られた亜鉛フェライト膜のノイズ減衰効果は、試験例２で得られた亜鉛フェライト膜よ
りも高いことが分かる。
【００４１】
　表１中の「表面抵抗」欄には、各例で得られた亜鉛フェライト膜におけるリフロー前後
の表面抵抗を示している。表面抵抗は、亜鉛フェライト膜付きの基材を鉛フリーはんだ用
の温度プロファイルが設定されたリフロー炉（最高温度２６０℃）を通過前後に測定した
。表面抵抗を測定する亜鉛フェライト膜付きの基材の寸法は、幅１．５ｍｍ、長さ２０ｍ
ｍ、亜鉛フェライト膜の厚さ１．５６μｍ（基材の厚さ０．２ｍｍ）である。表面抵抗は
、各亜鉛フェライト膜付きの基材の複数枚について長さ方向の両端で測定した抵抗値から
計算し、その平均値を求めた。
【００４２】
　試験例２で得られた亜鉛フェライト膜の表面抵抗は、リフローにより１０３Ω／ｓｑｒ
オーダーまで低下した。これに対して、試験例１で得られた亜鉛フェライト膜の表面抵抗
は、リフロー後であっても１０５Ω／ｓｑｒのオーダーを維持している。このように試験
例１で得られた亜鉛フェライト膜は、リフロー後でも実用的な絶縁性を維持することから
、二次実装用の回路基板においても、回路の電気的短絡や電流漏洩発生を回避することが
可能となる。
【００４３】
　以上説明した本実施形態によれば、以下の効果を奏することができる。
　（１）亜鉛フェライト膜１０の製造方法は、二価の鉄イオン及び二価の亜鉛イオンのみ
からなる金属イオンを含有する反応液と、金属イオンを酸化させる酸化剤を含有する酸化
液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させることにより、基材Ｂ上に亜鉛フェライト膜１０を
生成させる生成工程を備えている。生成工程で用いるｐＨ調整剤は、アンモニウムの炭酸
塩とモノカルボン酸のアルカリ金属塩とを含む。この方法によれば、亜鉛フェライト膜１
０の結晶粒が微細化されることで、良好な磁気特性又は磁気特性を発揮する亜鉛フェライ
ト膜１０を得ることができる。また、亜鉛フェライト膜１０の生成速度は、従来の亜鉛フ
ェライト膜２０よりも速いため、亜鉛フェライト膜１０を有する製品を製造する際のタク
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性は高く、量産に適している。
【００４４】
　（２）亜鉛フェライト膜１０では、厚さ１．５μｍ×幅１０μｍの範囲の膜断面で観察
される結晶粒のうち、円相当径で表される結晶粒径が０．３μｍ未満の結晶粒の占める個
数割合は、５０％以上である。この構成によれば、良好な磁気特性又は磁気特性を発揮す
ることができる。また、亜鉛フェライト膜１０の表面抵抗は、リフロー後であっても維持
されやすいため、二次実装される用途（回路基板用の絶縁膜やコア材料）に好適に用いる
ことができる。
【００４５】
　以上の様々な実施の形態をまとめると、以下のようになる。
（付記１）
　亜鉛フェライト膜の製造方法であって、二価の鉄イオン及び二価の亜鉛イオンのみから
なる金属イオンを含有する反応液と、前記金属イオンを酸化させる酸化剤を含有する酸化
液とをｐＨ調整剤の存在下で接触させることにより、基材上に亜鉛フェライト膜を生成さ
せる生成工程を備え、前記ｐＨ調整剤は、アンモニウムの炭酸塩とモノカルボン酸のアル
カリ金属塩とを含む亜鉛フェライト膜の製造方法。
（付記２）
　前記反応液中における前記二価の鉄イオンの濃度が、１０ｍｍｏｌ／Ｌ以上、５０ｍｍ
ｏｌ／Ｌ以下であり、前記反応液中における前記二価の亜鉛イオンの濃度が、０．２ｍｍ
ｏｌ／Ｌ以上、１．０ｍｍｏｌ／Ｌ以下である付記１に記載の亜鉛フェライト膜の製造方
法。
（付記３）
　前記ｐＨ調整剤は、前記酸化液に含有され、前記酸化液のｐＨは２５℃において５以上
、１６以下の範囲に調整されている付記１又２に記載の亜鉛フェライト膜の製造方法。
（付記４）
　前記ｐＨ調整剤は、前記酸化液に含有され、前記酸化液中における前記アンモニウムの
炭酸塩の濃度が、１ｍｍｏｌ／Ｌ以上、５ｍｍｏｌ／Ｌ以下であり、前記酸化液中におけ
るモノカルボン酸のアルカリ金属塩の濃度が、１０ｍｍｏｌ／Ｌ以上、１００ｍｍｏｌ／
Ｌ以下である付記１～３のいずれか一項に記載の亜鉛フェライト膜の製造方法。
【符号の説明】
【００４６】
　Ｂ　基材
　１０　亜鉛フェライト膜
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